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豊かな森林が発揮する多面的的機能

森林は住宅などに使用される木材を生産するほか、水を貯えて洪水を防ぐ、土砂崩れを防止する、強い風
から家や田畑を守る、二酸化炭素を吸収し、酸素をつくり空気をきれいにするなど、人類の生命・くらし
を守る大切な働きをしている。
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保安林（公益的機能を発揮する重要森林）

茨城県の主な保安林の面積

水源かん養 ４９，０２４ha

土砂流出防備 ３，７８８ha

飛砂防備 １，０２０ha

保健 ９５７ha

水源の涵養、山地災害の防止、海岸の飛砂・潮害の防止など安全・安心なくらしを守る働きの高い森林の保全、森林レクレーション活動の場
など快適な生活環境や美しい景観を保全するため、保安林として伐採や開発行為を制限している。
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期待される森林の働きと森林の多面的機能の貨幣評価

総理府の世論調査による 日本学術会議による評価額 年間70兆円世論調査による森林に期待する働きの順位
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茨城の森林の姿

関東平野の北東に位置し、海岸線190kmが太平洋に面している

区    分 数 値

森林面積 約 18万9,000 ha 

国有林面積 約   4万5,000 ha

民有林面積 約 14万4,000 ha

うち人工林 約   7万8,000 ha 

うちスギ 約   4万9,000 ha

うちヒノキ 約   1万7,000 ha 

61年生以上 約   5万5,000 ha
久慈川

木材生産林

水源林

海岸防災林

里山林

生活環境保全林利根川

那珂川

広大な農地
農業地域
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森・里・川・海の連環（茨城は食の宝庫）

豊かな森の緑と水と食

豊富な農産物（米、野菜、果物）

畜産物（常陸牛、ローズポークなど）

水産物（サバ、イワシなど）

常磐沖は豊かな漁場森は海の恋人

東京中央卸売市場の青果物販売日本一

広大な農地（耕地） 首都圏の台所
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茨城の森林について

◆ 豊かな森林は、県民共有の財産「宝物」「緑の社会資本」人類生存の源である。

◆ 豊かな森林は木材生産機能のほか様々な公益的機能を発揮している。

◆ 安心・安全なくらしを守る重要な森林は、保安林として伐採や開発を規制して守っている。

◆ 近年、期待される森林の働きは、①温暖化防止、②災害防止、③水源の涵養がベスト3である。

◆ 茨城の森林面積は約18万9千ha（森林率31％）、民有林面積が約14万4千ha（76％）である。

◆ 民有林のうち人工林が約7万8千ha（54％）そのうち51年生以上が71％を占め、収穫期を迎えている。

◆ 茨城の森林は、①木材生産林、②海岸防災林、③平地林など様々な機能を果たしている。

◆ 森林は里、川、海へと川上から川下へと流域を潤し、茨城は農畜水産物の豊かな恵みを享受している。
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林業を取り巻く時代の変
遷

1950－1960年
代

造林の時代 荒廃した国土の復興
全国植樹祭(天皇陛下全国行幸）

◼ 1945 太平洋戦争敗戦
◼ 1951 拡大造林ピーク 7,600ha

◼ 1964 木材輸入自由化
（木材は国際市場流通商品）

1965－1980年
代

育林の時代 間伐・枝打ちの推進 ◼ 1980 木材価格ピーク
 素材丸太1㎥当たり スギ約4万円、ヒノキ約8万円

◼ 国産材価格の低迷
  森林所有者の経営意欲減退
手入れされない森林の増加による森林の荒廃

1985－2010年
代

成熟の時代 柱材生産（住宅建築用） ◼ 1997（H9)COP3京都議定書、地球温暖化防止法
◼ 2008（H20)茨城県森林湖沼環境税（県独自課税）
◼ 2019（H31)森林経営管理制度（新たな法律施行）

2020－現代 再造林の時代

新しい林業の
時代

意欲と能力のある林業事業体による
森林の集約化の推進
花粉症対策（森林の若返り）促進

林業のトータル収支のプラス転換
2050年カーボンニュートラル目標

◼ 2021（R3)国の森林・林業基本計画（閣議決定）
◼ 2022（R4)茨城県森林湖沼環境税改正

  目標：森林経営集約化 3万ha、再造林 200ha/年間

◼ 2024（R6)森林環境税（国税）徴収開始
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林業の循環サイクル
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茨城の林業について

◆ 林業は50年～100年サイクルで「伐って、使って、植えて、育てる」循環型の産業である。

◆ 戦後1950年代の造林の時代から育林、成熟の時代を経て、再造林の時代、新しい林業の時代を迎えている。

◆ 国産木材の供給量は2002年を境に増加傾向にあり、2022年の自給率は約41％となっている。

◆ 茨城の木材生産量は2018年に約40万㎥で、林業生産のポテンシャルは高い。

◆ 高性能林業機械の導入により茨城の林業事業体の技術力、生産性は高まっている。

◆ 車両系作業システムにより生産性をさらに高めるには路網整備が不可欠である。

◆ 茨城県産材の安定供給と公共施設等の建築物へ県産木材使用が拡大している。
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森林と林業の両立（森林と人との共生）SDGｓ（持続可能な開発目標）との関連
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「みどりの新時代」を切り拓き、未来につなげる

◆ 茨城の豊かな森林を守り育てることで、森林の公益的機能を持続的に発揮させていく。

◆ 森林資源の循環利用により、林業の成長産業化と経済の好循環を実現していく。

◆ 森林と林業、環境と経済が調和した「森林と人が共生した社会」持続可能な社会を実現していく。

◆ 2024年（令和6年度）から新たな花粉症対策が展開されている。

◆ 2024年（令和6年度）から国民一人一人が森林を支える目的で「森林環境税」の課税徴収が開始された。

市町村等に配分される「森林環境譲与税」を有効に活用した森林経営管理に係る施策の成果が重要となる。

茨城県森林・林業協会は「市町村森林管理サポートセンター」として、その役割を全力で果たしていく。
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森林計画制度の体系
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地域林政アドバイザー研修資料（茨城県林政課作成）から抜粋



森林簿（様式）
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森林計画図（いばらきデジタルまっ
ぷ）
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茨城森林クラウドシステム
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森林クラウドの活
用
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市町村森林整備計画の変遷
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市町村森林整備計画（ゾーニングのイメージ）
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森林経営計画制度の概要
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林地台帳を整備（民有林が所在する全ての市町村）
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森林経営管理制度の概要
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地域林政アドバイザー研修資料（林野庁作成）から抜粋



森林経営管理制度による市町村の取組の流れ
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①市町村の取組体制の整備
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②意向調査の事前準備
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③意向調査の実施
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④現地調査と境界明確化の実施
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⑤集積計画の策定

39



⑥所有者不明森林等に係る特例措置の活用
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⑦配分計画の策定
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★民間事業者への斡旋
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★森林整備につなげる取組
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★市町村との協定に基づく森林整備
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★市町村独自の補助による間伐支援
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